
Abstract

The term,‘Chiiki Sport’describes sport played in a local region or community. In European

countries, sport was a physical activity played in local regions and communities, so there is no

point asking what‘Chiiki Sport’is. In Japan, sport was imported from overseas and had been

used as educational tools or cooperative advertisements. In this way, sport did exist in political

and economical circles, not anything enjoyed among local citizens on a daily basis. In addition,

globalization created vast changes on the local region or community. In the globalized world,

local areas segmented by the traditional or political borders come to expand and experience a

new dimension of the localities with the help of modernized transportation and information

technology. The definition of‘region’or‘community’should be reconsidered prior to

discussing the local area where sport should be played. According to several sociologists, local

communities were dismantled, which is quite a critical situation because the community is an

indispensable unit for human life. How to revitalize the community is a key political topic to

solve different social problems such as recent higher crime rates or isolated families/persons

in Japan. Sport is recognized as one of  the main avenues to accomplish this mission.

The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology（MEXT）in Japan is

currently working on a project named‘Basic Plan for the Promotion of Sports’. The target is

creating at least one Comprehensive Community Sports Club in each municipality（city, town,

and village）. An area envisaged by the Ministry as unit for a community is a junior high

school district, which is convenient for municipal administrators, but not for grassroots

sporting persons. Additionally, a sport promotion policy has not existed in Japan, because

MEXT’s focus had been on physical education mainly based on the school curriculum. The

programs related to the physical activities promoted by the municipal governments are

categorized as education and the department of education is in charge of organizing and

administrating them. The lack of philosophical background of sport is a major obstacle to

promote real sport in the community. To solve this inconsistency, a few suggestions are made

examining the case study of the Seta Rowing Club（NPO）which was converted to a

comprehensive community sports club.
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１．地域スポーツの指す「地域」とは？

地域スポーツの定義付けは非常に難しい。

ヨーロッパで発達したスポーツクラブは，そ

れぞれの地域でコミュニティ生成の中心的役

割を担い，地域コミュニティの象徴として地

域住民を会員とし発達していった。つまりス

ポーツは常に「地域」に存在し，地域住民が

手軽に身体活動を通して他のコミュニティの

成員と楽しみの時間を共有するものであっ

た。ヨーロッパ人にとって，スポーツが地域

で行われることは自明の理であり，「地域ス

ポーツ」という概念はあり得なかった（いま

でも説明するのに非常に苦労する）。ここま

で書いただけで，地域スポーツを論じる上で

「地域」「コミュニティ」など概念が錯綜する

と共通認識を得るのが非常に困難であること

がわかるであろう。地域スポーツを論じる前

に，まず概念の整理が必要である。「地域」

という言葉ほど，コンテクストや対象との関

係性で，その定義に揺らぎの生じる言葉は他

に類をみないのではないだろうか。2004年に

アテネで開催された第28回オリンピック競技

大会の開会式では，「202の国と地域からの参

加」という表現で参加選手達が描写された。

ここで「地域」と表現されているのは，パレ

スチナや香港など，国際連合では代表権を持

つ国としての認識を獲得していない，国連主

導型の国際社会の見地からの「非国家」のリ

ージョンとしての「地域」である。国際社会

で国民国家として独立している国がIOCの加

盟条件であるため，この基準から離れる自治

組織が「地域」とカテゴライズされているわ

けである。

さらには，通貨統合による経済と社会的連

携の強化をはかった27（2006年12月現在）の

国民国家から構成された欧州連合（EU）も

「地域」と表現される。このように現代の政

治的ユニットの基本となる国民国家という枠

組みからはずれている（作為的にはずされて

いる）もの，または国民国家の枠組みを越え

た共同・連携体制を「地域」と表現する傾向

にある。「地域」は「自治」というキーワー

ドで語られる既存体制を越えた自由度を持っ

てきた。そこには，物理的範囲が広いにしろ

狭いにしろ，既成の枠組みで語ることのでき

ないものが表現されてきた。しかし官僚制，

政治的システムの集権化などにより，国家の

中で語られる「地域」は自由度を失い，単な

る政治的フォーディズムの一つの歯車に過ぎ

なくなってきたというペシミスティックな見

方がある。トップダウンの政治的体制が強化

される環境においては，この傾向はさらに強

まってきた。しかし，近年のグローバル化社

会の加速により，国境を越えて様々なものが

移動し，ネットワーク化し，従来の領域で語

れないものが多々出現している。「地域」も

例外ではなく，地域の「脱領域化」という言

葉で語られるように地域を取り巻くパラダイ

ムも大きくシフトしている。次章では，グロ

ーバル化社会における「地域」の新たな定義

付けに関して考えていく。

２．グローバル化社会における「地域」
の再定義付け

1980年代以降の時代を象徴しているキーワ

ードの一つが「グローバル化」であろう。サ

ッチャー，レーガン政権に代表される新自由

主義の旗印の下，世界的に規制緩和，市場開

放が推し進められていった。その結果，経済

分野における世界規模的な連動性が強められ

た。国境を越えて拡大する多国籍企業は，世

界中に生産拠点，販売拠点を持ち，一つの企

業の年間収益が一国のGDPより大きいと言

う現象も起きてきた1）。こうした経済的側面

のみならず，メディアや交通網などの発展に

より，メディアを通した情報，イメージの国

境を越えた伝播，かつてなかったほどの，国

や文化圏を越える人の行き来など，グローバ

ルな連鎖はありとあらゆる分野においてみら

れる。これらの局面はそれぞれ独立して起き

るわけではなく，「マクドナルド化」という
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言葉で描写されるように，最大限の経営の効

率化を目指した企業の世界規模の生産システ

ムが，文化的影響力をも有した浸食力を持つ

ようになった。国際化やコスモポリタニズム

という言葉で語られるような可視的な国境を

越えた交流だけでなく，今ここにない「も

の・こと・ひと」の影響が地球規模の社会的

紐帯に広がっている様子がグローバリゼーシ

ョンと表現される。ギデンズはローカルな出

来事が何マイルも離れた出来事によってかた

ちづくられるように，異なった地域同士のリ

ンクが強化されていると，グローバル化社会

における「地域」の性質の変化を指摘してい

る（Giddens，1990）。

古代社会より人間は生存のために血族を基

盤とする集団を形成してきた。やがて血族集

団が拡大し，農耕などの産業的効率性を実現

するための集落を形成するようになった。近

代に入ると国民国家が形成され，集落は行政

施策によって区分けされた行政区分における

一単位としてかたちづくられた。国家の庇護

の下で，行政区分の一単位としての「地域」

は，古代中世にみられたように切迫した生存

のための必要性はないものの，人々にとって

共通の認知と関与の対象となる，社会的，経

済的，文化的な場としての存在意義を持って

きた。つまり相互扶助的役割から相互作用の

舞台へとその機能が変化してきたわけであ

る。

「地域」の機能に関して，その定義付けを

明白にする際に，「リージョン（region）」と

「コミュニティ（community）」という言葉

が使われる。リージョンが空間的側面を重視

した概念であり，生活圏，通勤圏，購買圏と

いったある機能を中心に結節されたエリアを

表現しているのに対して，コミュニティは町

内会，市町村などのように何らかの社会生活

上の共同性や統一性を併せ持つ概念である。

コミュニティは実体概念としてだけでなく，

新たに構築すべき規範概念として用いられる

こともある（小内，2006）。

1980年代以降，急速に進行した経済のグロ

ーバル化は，ある地域によっては産業の空洞

化をもたらし，地域社会の構造は大きく変化

していった。第１次産業や第２次産業を基盤

とした地域の構造が流動化し，都市と農村と

いう類型もリアリティを失っていった。それ

とともに，交通の面では航空路線の拡大，ま

たインターネットに代表される情報網の無限

の拡大が，生活圏，通勤圏，購買圏といった

リージョンの基本的エリアに今までの時代が

経験したことのないような可変性をもたらし

た。

岩崎（2006）は，居住がテーマであった地

域はまさに「ある」ことを表現していたが，

人の移動や流動的なネットワーク・メンバー

シップは地域の「ない化」（地域解体）を推

し進めていることを指摘している。生活とい

うリアリティが重心軸として存在する地域か

ら，構造が流動化する地域へと変革している

ことが，この地域の「ない化」という表現に

つながっているものと考えられる。つまりそ

の地域に「定住している人」が根幹をなして

いたのに対し，「時々訪れる人」「長期滞在す

る人」「ふらりと訪れる人」などの準定住

者，「外から関わる人」「仮想的に参加する

人」などの仮想的定住者といったような様々

な人たちを包摂するエリアヘと様変わりして

いるわけである2）。こうした状況をサッセン

は，地域のバーチャル化（virtualization）と

描写した（Sassen，1998）。

地域のバーチャル化は，「ある」地域の解

体を表現している一面を持つのと同時に，古

来の地域の枠を越えた人々の連帯による新し

いコミュニティの出現，具体的にはバーチャ

ル・コミュニティと呼ばれるインターネット

などの情報ツールを介しての新しい社会集団

や，より大きな規模では，階級的インターナ

ショナリズム（浅野，2006）と呼ばれるエス

ノを越えた社会階層の連帯などを作りだして

いる。グローバリゼーションは，古来のロー

カルなコミュニティや国家から人々を引き離
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し，グローバルな領域に放り出すわけであり，

地域解体と新しい地域再生は，まさしくこの

動きに呼応しているわけである。ただ，こう

した下方統合の力だけでなく，上方統合の力

を兼ね備え，その均衡の上に成り立っている

のがグローバリゼーションであり（ギデンズ，

2001），両方向のいびつなベクトルによって

多種多様な地域社会が出現していると言えよ

う。

グローバル化の流れによる近代国民国家の

機能の低下および，我が国の例で考えてみる

と，以前は地域格差を政策的に補填するとい

う地域の利権を包括することで成り立ってい

た政党が，自由主義経済の原理に則った規制

緩和でさらに競争の激化する市場原理主義に

格差を裁定させるという政策変更をしたこと

により，地域社会というユニットは大きく揺

さぶりをかけられている。

このような流れから，ローカル・ガバナン

スが盛んに叫ばれるようになってきた。経済

的効率性を優先する「フローの空間」（吉原，

2006）に投げ出された市民を，コミュニティ

として接合させるのは心の重心軸としての存

在のコミュニティではなかろうかという議論

が各方面で強まっている。コミュニティとい

う言葉が新たに構築すべき規範概念としての

意味合いがあることを前述したが，現代社会

における様々な社会問題を解決する役割とし

て，コミュニティヘの期待が高まっている。

地域住民における日常的交流が減少している

地域は犯罪率が高いとか，子育てに対する地

域住民間の協力意識の低下によって少子化が

進行したのではないかといった，様々な社会

問題を地域社会の変革に起因させようとする

議論が散見される。いわゆるコミュニティが

心的求心力を失っていった背景には，近代社

会の「われわれ―われバランス」の変化があ

ると思われる。エリアスは，人間にとって生

き残るための社会集団，つまり残存単位

（survival unit）は，社会の形態とともに変

化すると主張した。時代をさか上れば上るほ

ど，家族集団を中心とした親族集団が主要で，

必要不可欠な残存集団を形成していた。しか

し近代における国家（現代においては最小限

の福祉制度を持つ議会制国家）は，家族のそ

の機能を（他の多くの機能と同様に）それ自

体へ吸収した。統合の国家的レベルは，まず

初めは絶対主義的な君候国家の形で，次には

一党制あるいは多党制の国家の形で，次第に

多くの人間にとって主要であるのみならず，

不可欠かつ永久的といえる残存単位の役割を

持ったと説いている（エリアス，2000）。エ

リアスはさらにこの残存集団と個人との関係

性に注目し，「われわれ＝アイデンティティ」

と「われ＝アイデンティティ」のバランスに

ついて論じている。人間には，いかなる時代

においてもこの二つのアイデンティティが形

成されていて，個人とその所属集団，つまり

生きいくのに強く依存する集団との関わり方

によって，この二つのアイデンティティの間

のバランスに変化が生じるという。近代国家

としての形の整っていない国家体制では，大

家族，出生地，部族といった残存集団に所属

していることが，自己のアイデンティティ形

成と深く関わっているため，「われわれ＝ア

イデンティティ」が個人のパーソナリティの

中で強く形成され，「われ＝アイデンティテ

ィ」はその下位に属すると論じている（エリ

アス，前掲書）。エリアスは，現代の都市住

民の書いた手紙と比べて，昔の農民が書いた

手紙で「われ」や「われに」よりも「われわ

れ」や「われわれに」がより多く登場すると

いう事実から，時代とともに「われわれ＝ア

イデンティティ」から「われ＝アイデンティ

ティ」に重心が傾くという「われ＝われわれ」

バランスの変化を論証している。地層にたと

えると，極めて単層的なパーソナリティ構造

を共有して「われわれ＝アイデンティティ」

を形成していた集団だったものから，現在で

は何層もの地層が複雑に絡まって構成された

ようなパーソナリティからなる個人がかろう

じて類似の構成層によって集団を形成してい
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る図式で表現することができる。エリアスは

現代を「諸個人からなる社会」（society of

individuals）と特徴づけている。さらに，家

族を対象とした消費形態から個人をベースに

したサービス形態へのシフトといった近年の

消費社会の変化は，この「われ＝アイデンテ

ィティ」志向に拍車をかけるものであると思

われる。しかし，どんなにこの傾向が加速し

ても，完全に「われわれ」と無縁の「われ」

に孤立して生活する社会形態を想起すること

は極めて困難であり，国民国家の枠組みでは

シンボル的な「われわれ」に「われ」をつな

ぎ止めようと言う様々なせめぎ合いが派生し

た。ナショナリズムとパトリオティズム（愛

郷性）の議論もこのコンテクストに位置づけ

ることができると思われるが，ここで議論す

る紙幅は残されていない。

話をコミュニティの求心性に戻すが，前述

した地域での様々な問題を解決するという協

働作業が，「われわれ＝感情」を醸成する原

体験となり，心の重心軸としてのコミュニテ

ィを再生することは大いに可能であろう。さ

らに我が国における少子高齢化という近年の

人口動態から，高齢者の健康問題，子育ても

含めた子どもを取り巻く社会環境に関する問

題などが地域の中心課題となっている。これ

らの問題を解決する手段としてスポーツの重

要性が近年になく脚光を浴びている。次章で

は，地域が抱える問題を解決する手段として，

またコミュニティ再生の方策として文部科学

省が推し進めている「総合型地域スポーツク

ラブ育成事業」を中心に，地域とスポーツの

あり方に関して論じていく。

３．総合型地域スポーツクラブ構想が
考える「領域」とスポーツが存在
する「領域」のズレと揺らぎ

3-1．スポーツ政策とスポーツ振興基本計画

文部省（当時）は2000年にスポーツ振興基

本計画を策定し，1961年のスポーツ振興法制

立以来40年ぶりにその基本計画が示された。

その中の「生涯スポーツ社会実現にむけた，

地域におけるスポーツ環境の整備充実方策」

という項目には，政策目標として，国民の誰

もがそれぞれの体力や年齢，技術，興味，目

的に応じてスポーツに親しむことのできる生

涯スポーツ社会の実現を謳っている。その指

標として成人の週１回以上のスポーツ実施率

が２人に１人（50%）となることを数値目標

として掲げている。また政策目標達成のため

の必要不可欠である施策として「総合型地域

スポーツクラブ」の全国展開を方針として打

ち出し，2010年までに全国の各市区町村にお

いて少なくとも一つは総合型地域スポーツク

ラブを育成すること，および各都道府県にお

いてそのクラブ育成の拠点となる広域スポー

ツセンターを設立するという数値目標が設定

されている。文部省によれば，総合型地域ス

ポーツクラブとは地域住民が主体的に運営す

るスポーツクラブの形態であり，我が国の身

近な生活圏である中学校区程度の地域におけ

る学校体育施設や公共スポーツ施設を拠点と

しながら（地域の実情に応じて民問スポーツ

施設も活用した）地域住民の誰もが参加でき

るクラブを意味する。学校体育施設を「地域

の最も身近なスポーツ施設」と位置づけ，地

域スポーツ振興の基点であることを表現し，

さらに完全学校週5目制における子どものス

ポーツ活動の受け皿としての役割を地域クラ

ブに期待している。

我が国の主なスポーツ活動母体が学校と企

業という状況であった中から，少子化などの

問題による学校スポーツの基盤の脆弱化，長

引く不況による福利厚生部門の縮減によって

打撃を被った企業スポーツという綻びを補填

するためのという負からのスタートは差し引

いても，総合型地域スポーツクラブ育成事業

は，スポーツ主体を「地域」ヘシフトすると

いう非常に重要なミッションを担ったわけで

ある。中学校区を基準に全国で1万クラブ設

立という目標とは裏腹に，2007年初頭でその

４分の１強の2600程のクラブができたに過ぎ
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ない。文科省は2006年度の計画見直しの際に，

各市区町村において少なくとも一つという条

件をより前面に出す方策をとっている。

我が国にスポーツ振興基本計画が施行され

る以前に，スポーツ政策はあったのであろう

か？　菊は，国のスポーツ政策の実質を，文

部省の審議機関である「保健体育」審議会に

委ねられてきた実情から，スポーツの法的解

釈が体育的性格に基づく「体育政策」と存在

してきたことを喝破している（菊，2006：98）。

個人の自律や自治にもとづく自由主義的環境

の中でスポーツが行われてきたヨーロッパ諸

国と異なり，教育的手段，政治的道具として

囲い込んできたスポーツをいきなり道具的有

用性の限界に来たとして野に解き放っても，

なかなかその風土になじむとは考えにくい。

一般市民側も当惑があり，今まで築き上げら

れてきた「教育的」風土で培われたスポーツ

を，構造的に市民の自治空間に取り戻すのに

は時間がかかるのは当然であると思われる。

なかなか思うように進行しない総合型地域

スポーツクラブ育成事業の背景には，過度に

行政主導型で進められているという実情があ

る。体育行政からスポーツ行政へと表面的に

は衣替えをしたものの，いままでの体育的な

法的根拠と執行の論理に優先されたスポーツ

行政が政策の形成と実施の一体化がなされて

いるという背景が存在する（菊，前掲書）。

中学校区という領域で学校体育施設，公共施

設を利用して展開する総合型地域スポーツク

ラブ構想において，いままで行政区で培って

きた体育行政そのものという陣容から成り立

つクラブも少なくない。実際学校区の体育協

会ごとのクラブの立ち上げをしたところも全

国的に多々見られるわけである（兵庫県や大

津市がその一例）。果たしてどの程度地域に

おけるスポーツの自治が確立されているの

か，非常に見えにくい状況であるといわざる

をえない。

3-2．スポーツNPOと総合型地域スポーツクラブ

ボランティア元年と言われる1995年の阪神

淡路大震災の後，多くのNPO，NGO団体が

ボランティアとして被災者の救済にあたっ

た。この成果によりNPOの社会的認識も高

まり，1998年にいわゆるNPO法が制定され

て以来，様々な分野でNPOが結成され，公

と民のギャップを埋めていく役割として多く

のことが期待されていった。1999年にスポー

ツの分野では初のNPO認定を受けた「北海

道バーバリアンズ」は，クラブハウスとグラ

ウンドを所有する本格的な地域クラブといえ

よう3）。その後，2005年には1500を超えるス

ポーツNPOが存在している。そのスポーツ

NPOの内訳を見てみると，北海道バーバリ

アンズのように，民間スポーツ任意団体から

NPOへと発展したもの，企業所有のスポー

ツチーム（クラブ）が企業の手から離れ（離

され）NPOとして地域スポーツクラブとし

て再スタートをきったもの，市町村または学

区の体育協会がNPO法人格を獲得したもの，

都道府県体育協会から「総合型地域スポーツ

クラブ」として認められた後に法人格を獲得

してものなど，実に様々である。さらに総合

型地域スポーツクラブとして都道府県の体育

協会から認知されるプロセスも極めて曖昧で

ある。多くの場合は，日本体育協会からの育

成指定を受けて１～２年の設立準備期間を経

て設立された後，総合型地域スポーツクラブ

として認定される。既に総合型の理念を実現

した形で活動しているスポーツNPOも，「総

合型」というお墨付きをもらうために，新た

に都道府県体育協会を通して目本体育協会か

ら育成指定を受けるというプロセスが存在し

た。2006年度からは財政難により既に確立さ

れたスポーツNPOはこの育成指定対象から

外されたが，この流れも一種目でも多世代に

渡ったメンバーを擁し，補助金に頼らない自

主財源が確立されているスポーツNPOを，

官主導の多種目という形式論ばかりが先行し

た「総合型」の形に当てはめていこうとする
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不自然さの表出と言わざるをえない。次に滋

賀県のNPO法人瀬田漕艇倶楽部が，平成17

年度に日本体育協会の育成指定クラブにな

り，平成18年２月に総合型地域スポーツクラ

ブとして再スタートした経緯を検証し，官主

導型で進められている総合型地域スポーツク

ラブ育成事業と地域住民が自主的に作り上げ

たスポーツクラブが，真の地域に根ざしたス

ポーツクラブ確立という目標に向かってのせ

めぎ合いを演じている状況に関して焦点をあ

てる。

3-3．「地域スポーツ」振興に向けての様々な

思惑の混在，せめぎ合い－総合型地域ス

ポーツクラブ瀬田漕艇倶楽部を例に

1977年に会員15名でスタートした瀬田漕艇

倶楽部は，1983年には滋賀県社会体育優良団

体として表彰され，1985年には文部省（当時）

から社会体育優良団体として文部大臣賞を受

賞するなど輝かしい実績を有するクラブであ

る。朝日レガッタなど西日本のボートレース

のメッカである瀬田川をホームに，恵まれた

競技環境の下でクラブは発展してきた。瀬田

漕艇倶楽部は設立の翌1978年に，自前のクラ

ブハウスをメンバーが費用を捻出し，さらに

自分たちで内装を行うなどの労力を出し合っ

て建設し，欧米に見られるような本格的なボ

ートクラブヘの発展を目標にクラブの活動が

進んでいった。その後，国体や日本選手権は

もとより，アジア選手権，世界選手権で活躍

する選手を輩出するような国内でも有数のボ

ートクラブに発展した。また国内で唯一の単

独クラブが主催するボートレースである「ヘ

ッドオブ瀬田（Head of Seta）」を運営する

など，欧米のボートクラブと比肩できるほど

の陣容が整った。

その瀬田漕艇倶楽部がクラブのさらなる公

共性，社会的信用を高めるために，2001年に

はNPOとなった。一般市民向けのボート教

室，上記の一般向けのオープン大会であるヘ

ッドオブ瀬田の開催など，公的活動の充実を

目指していった。さらに地域との連携を強め

るために水上型の総合型地域スポーツクラブ

ヘとの拡大というユニークな取り組みに着手

し，日本体育協会からの助成金を受けた１年

間の準備期間の後に，滋賀県で26番目の総合

型地域スポーツとして2006年１月25日に活動

を開始した。具体的には，カヌーとドラゴン

ボートという種目を加え，一般市民がより気

軽に水上型のスポーツに参加する機会を増や

すこと，ボートとカヌーなど種目団体の連携

を強め，競技者間の溝をなくしていくことを

目指した。

長年のスポーツNPOとしての活動により

運営体制が確立されており，活動場所，非常

にレベルの高い競技者から一般愛好家まで幅

の広いメンバー，指導者にも恵まれている瀬

田漕艇倶楽部が，どうして総合型化を目指し

たのか？　瀬田漕艇倶楽部の会報（2005年11

月号）には，「瀬田漕艇倶楽部が目指す総合

型地域スポーツクラブとは？」と題して以下

のような文章が掲載された。

瀬田漕艇倶楽部はNPO法人化する前から

上記の「多世代」「スポーツ指導」「一貫指

導」を実践しており，また「拠点施設」は

日本の多くのスポーツクラブが学校施設を

借りて活動しているのに対し，さらに発展

した自前のクラブハウスをほぼ発足当時か

ら有しています。クラブ運営も行政に頼る

のではなく，受益者（会員）負担で自主運

営を貫いております。コミュニケーション

という点では地域を飛び越して，練習水域

の琵琶湖，瀬田川，さらに近畿府県の会員

も有しており，友好の輪を広げています。

結局瀬田漕艇倶楽部に総合型地域スポーツ

クラブとして新たに取り組んでいかねばな

らない課題は

１．ボートだけの単一スポーツではなく，

複数種目のプログラムを有すること。

２．自治会を最小単位としてもっと艇庫周

辺の方々に瀬田漕艇倶楽部の活動を認知
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していただくとともに，将来的には地域

スポーツクラブとして近隣の会員を増や

すことに集約されます。そこで今年の定

期総会では琵琶湖・瀬田川という地域の

特色を生かした，他に例のない，ボート，

カヌー，ドラゴンボートといった水上ス

ポーツを中心とする総合型地域スポーツ

クラブを目指すことを宣言しました。

さらに総合型になってみて，利点，また逆

に不具合な点などに関して，クラブの運営サ

イドからみた変化に焦点を当てるため，二人

の運営スタッフにインタビューを試みた4）。

Ｑ．この１年間を振り返って，総合型に移行

してどうであったか？

Ａ．ボート，カヌー，ドラゴンボートの３つ

の部門を確立し，それぞれ責任者，カテゴリ

ー別のチーム（アスリート，アダルト，ジュ

ニアなど）の担当者を設けたが，カヌー，ド

ラゴンに関しては，まだまだ多くの人がボー

トの片手間にやっているという意識があるた

め，体制づくりが十分でない。

しかし，いままで競技場でカヌーをやって

いる人との溝があったが，同じ土壌で話し合

いをする機会ができ，関係が良くなった。総

合型という制度を利用して，倶楽部の今まで

にない発展形態を模索することができ，総合

型という制度を倶楽部側から逆に利用するこ

とが可能であるという認識を持っている。

Ａ．地域との連携をより強めるために，総合

型としてのクラブの活動を考えた。以前は京

都，大阪からの会員も多かったが，近年大津

市の会員の割合が増えている。以前からクラ

ブのメンバーの大学生が地元の中学校を指導

するというような地元との連携を行ってい

た。総合型になり，ボート以外の種目でも地

域との連携ができればと思い活動を展開して

いるが，まだアピールが十分ではない。しか

し，ボートに関しては「びわこ市民レガッタ」

を開催するなど，今までの競技者主体から一

般市民向けのイベントの主催も手がけた。

Ｑ．総合型に移行しての間題点は？

Ａ．これと言ってないが，強いて言えば行政

関係者が考えているエリア（一般的に中学校

区）と，本倶楽部がいままでエリアとしてき

た活動区域が全く異なるところが問題であ

る。本倶楽部の活動は，琵琶湖を挟んで大津

市と草津市にまたがっており，ある特定の限

定された地区をターゲットとした活動にそぐ

わない。大津市が進めている学区体協を基盤

としたクラブづくりとの連携も試みたが，大

津市側からの認知度は低いように思える。

Ａ．新しく種目に取り入れたドラゴンボート

は20名も人数が必要で，中々手軽にできない。

またカヌーは競技として取り組むのにハード

ルが高い。経験者が３名入部してくれたが，

高校・大学の経験者にまだまだアピールでき

ていない。

Ｑ．文科省・日体協が進めている総合型地域

スポーツクラブ育成事業の問題点は？

Ａ．スポーツの現場において，いつまでたっ

ても「自立」が芽生えない。市民は行政から

の支援体制があることを刷り込まれているた

め，いつまでたっても自立した集団を作れな

い。また，各地でできている総合型地域スポ

ーツクラブは，ニュースポーツやレクリエー

ション種目に特化しすぎており，今までスポ

ーツ界で築かれてきた資源が活用されないの

は何か腑に落ちない。

Ａ．既存会員でも，総合型とは何かと言うこ

とがわかっていない人が多い。行政が示して

いる定義も非常にわかりにくい。

Ｑ．これからの行政の総合型地域スポーツク

ラブ支援に望むことは？

Ａ．クラブにプロの管理者を置くことを支援

すること。プロのマネジャーがいるだけでも

運営拡大に大きな違いが生まれる。また現在

行政が取り組んでいる地域スポーツ振興は，
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楽しみ志向に偏重しており，われわれみたい

な競技志向のクラブが蚊帳の外に置かれてい

る。指定管理の問題も含めてもう少し配慮し

てほしい。

Ａ．企業で役員や管理職について定年退職さ

れた方の，マネジメント能力を活かせる場を

作ってほしい（人材を紹介するシステムな

ど）。また，活動インフラ（クラブハウス，

グラウンドなど）の整備の支援をしてほしい。

また，指定管理者制度の指名先として，総合

型地域スポーツクラブやNPOを優先してほ

しい。

瀬田漕艇倶楽部は，上記の会報に記されて

いるように，自前のクラブハウスを有し，行

政に頼ることなく受益者負担での自主運営を

貫いている。我が国の総合型地域スポーツク

ラブ育成事業がお手本とするような，いわゆ

るヨーロッパの地域スポーツクラブの理念を

体現している瀬田漕艇倶楽部が，あえて総合

型への模索を試みたのは地域密着，地元での

認知を獲得するためであった。種目を拡大し

より多様な人々の関心を引こうと試み，地域

のイベント（琵琶湖一斉清掃やお祭り，運動

会等）に参加することにより，地域の一員と

して認知してもらい，自分たちの取り組みに

関心を抱いてもらうということを目指した。

その背景には「瀬田漕艇倶楽部が地域に必要

不可欠な存在になることができれば，自ら解

決できないような難問に直面したときに，力

強い味方になってもらえるかもしれない」

（一部筆者が書き換え）5）というクラブの思惑

があった。30年の歴史を誇り，目本代表選手

や国体選手を多く輩出し，国内有数のボート

クラブという地位は築いたものの，地元から

遊離しているというクラブの問題点を解決す

る手段として，総合型化に取り組んだと考え

られる。

しかし，総合型化への過程における行政と

の連携において，クラブの考える「地元」と

行政サイドの考えるそれとの大きな隔たりが

存在している。行政はあくまでもスポーツ振

興基本計画の中にあるように，学区を基盤と

したスポーツ振興の基準に，そして既に進行

している学区体協を基盤とした大津市総合型

地域スポーツクラブの取り組みとの整合性を

瀬田漕艇倶楽部に求めてきた。しかし，イン

タビューにあるように，クラブサイドは活動

範囲が広いボート競技という特性から市をま

たがっての活動を展開し，クラブの運営資金

など全ての面で独自の努力を重ね，長年トッ

プアスリートを生み出してきた。行政が進め

てきた「体育行政」の枠を越えた存在である

点が逆に，瀬田漕艇倶楽部が総合型クラブ化

する上での問題点や軋礫を派生させてしまっ

たわけである。この事例は，クラブづくりの

対象とする「エリア」とクラブづくりに取り

込もうという人たちのスポーツに対する「志

向」に関して，行政主導で進められている総

合型地域スポーツ育成事業とあくまで住民主

導で設立されたスポーツNPOの間の大きな

ギャップの証左となるといえよう。

４．結び－地域に真のスポーツの自治
を確立するには

日本における生涯スポーツ・みんなスポー

ツ運動は，1980年代の世界的な「みんなのス

ポーツ」運動を受けて，我が国では地域的共

同の社会的機能に加えて，労働問題，環境問

題が引き起こす社会問題解決のためのスポー

ツという大きな課題を背負わされての登場で

あった（松村，2006：259）。そこでは競技ス

ポーツよりも一般の人々のレクリエーション

やレジャーとしてのスポーツが想定されてい

た。結局「みんなのスポーツ運動」は，はっ

きりとした成果が評価されることもなく，フ

ェイドアウトして，代わって登場したのが，

総合型地域スポーツクラブ推進計画であっ

た。松村は，広く多くの市民のためのスポー

ツがコミュニティ形成に貢献し，ひいては地

域作りに貢献するという行政施策としてのス

ポーツを取り巻くシナリオの首尾一貫性を看
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破している。本論文では，流動化する社会の

中での「地域」と行政が想定する「地域」像

のずれ，地域に真のスポーツを根付かせる困

難性に焦点を当てた。結びとして，どのよう

な環境が整備されれば，真のスポーツの自治

が地域に芽生えるのかという提言をまとめて

いく。

まず，スポーツを本当に地域に根付かせる

ためには，現実的な「地域」の実態把握が必

要である。行政がスポーツ政策（体育政策）

において常に対象としているのが，行政効率

を重視した学校区であることが現実とのズレ

を生み出していることを関係者が認識するべ

きである。第２章で見たように，地域は様々

な関わり形態を持った人々を包摂するフロー

な空問へと変化している。親子世代をまたが

って地域の学校に通学するといった，学校と

の連続した関係性を有している定住家族をベ

ースとした人間関係の上に成り立つクラブづ

くりは限界に来ている。職場を通じてその地

域と関係を持っている人，一時的にその地域

に滞在する人，インターネット等を通じてそ

の地域によりバーチャルに加わる人など，多

様な関わり方を包摂したスポーツ環境を創造

すべきである。ヨーロッパのスポーツクラブ

では，多種多様な人々が関わる様子が見られ

る。オフィス街に近く多くの勤め帰りの人が

参加するクラブがあったり，独身の男女が多

く参加するというようなシングル文化が強い

クラブ，社会階級の似通った人たちのクラブ

など実に様々である。どれも人々の自治，そ

の地域の独自の文化性から生まれたクラブで

ある。「上からの」押しつけではなく，その

スポーツの真の愛好者がコアになって，地域

住民及びその地域に様々な関係性を持つ人を

自然に巻き込んでいく流れがないと持続可能

なクラブの出現は望めないものと思われる。

地域で醸成された独自の文化と連続性のある

クラブの存在があって初めて「地域スポーツ」

を語ることができるのではなかろうか。

第二に体育行政から抜け出せないスポーツ

振興政策が見直されなければならない。真の

意味でのスポーツ環境を「地域」に創り出す

ための障害になっているのが，「地域」に与

えられている間違ったスポーツのイメージと

その内容である。1980年代の「みんなのスポ

ーツ」運動時から行政が「地域」に与え続け

ているのは，地域スポーツ＝生涯スポーツ＝

レクリエーション的スポーツという図式であ

る。この背後には，スポーツ行政に関わる組

織が，統括する文部科学省しかりで，「競技

スポーツ」と「生涯スポーツ」と不自然に二

分化されていることが影響していると思われ

る。現存する競技スポーツ環境を活用すると

いう発想は少なく，既存の競技スポーツ環境

以外で新たに楽しみ志向の活動だけを集めて

スポーツ環境を再編するという結果につなが

っている。この「楽しみ志向の囲い込み」が，

レクリエーション的スポーツからトップアス

リートを抱える競技スポーツヘの本来あるべ

き連続性を断ち切り，地域のスポーツ，ひい

ては我が国全体のスポーツ環境にいびつな構

造を生み出していると言っても過言ではな

い。学区を基盤としたスポーツ振興とも関連

してくるが，高いレベルの競技スポーツを視

野に入れた際，小学校・中学校の施設ではま

かないきれない。企業・大学など，国のトッ

プレベルの競技環境を育んでいたアクターと

の連携が必要であるのだが，学区，学校施設

を中心として構築されたスポーツ振興策で

は，自ずと限界性が見えてくるわけである。

最後に，大半の総合型地域スポーツクラブ

で展開されているスポーツが，残念ながら今

のところ地域に集う人々を凝集させるような

アイデンティティ形成の役割を果たすに至っ

ていないという問題点を指摘したい。現代社

会のコミュニティ形成においてメディアの果

たす役割は大きい。メディアで取り上げられ

るメガスポーツイベント，または国のトップ

リーグで活躍するクラブの存在が，地域の

人々の「われわれ＝感情」を生み出す6）。そ

のチームやイベントが中心となり，地域のア

びわこ成蹊スポーツ大学研究紀要　第４号48



イデンティティが形成される。テニスの全英

選手権である通称ウィンブルドン大会は，オ

ール・イングランド・ローンテニス・アン

ド・クロッケー・クラブという１クラブによ

って始められた大会であった。それが世界的

大会に発展するにつれて，ウィンブルドンと

いう地域のアイデンティティ，プライドを形

成するのに大きく貢献した。地域住民はボラ

ンティアなどを通して大会との直接的関わり

を持ち，大会の発展に行政のサポートも大き

な意味を持った。プライベートな存在である

クラブが，優れたマネジメントによって権威

を保ちながらも地域に溶け込む努力をし，地

域と共存してクラブ，地域のステイタスを築

いていった一例であった（佐伯，2000）。体

育行政から派生した現在のスポーツ振興政策

において，このような競技スポーツの発展を

いかした地域のアイデンティティ形成，プラ

イベートな自治的クラブと地域の微妙な関係

性というものが創出しえないという問題点を

抱えている。行政施策によって推し進められ

ている体育協会等が中心として形成されたク

ラブでは，あまりにも現実的拘束が多く，こ

の自治性，プライベート性が生まれにくい。

スポーツクラブ文化の基盤となる「コートの

内と外」（荒井，2003）というクラブが持つ

独特のプライベート空間，日常から離れた

「ハレ」の時間を演出しえないのだと考えら

れる。

経済性，効率性，合理性を追求したフロー

な空間に投げ出された社会の中で，グローバ

ルとローカルのせめぎ合いの舞台となってい

る「地域」，その中で顔の見える，本来の人

間の温かみを感じることのできるコミュニテ

ィの再生は人間社会にとって第一義に考えな

ければならないことである。その意味でスポ

ーツによる地域の「再領域化」は非常に大き

な可能性を秘めていると考えたい。この結び

に示した地域スポーツ振興の「綻び」を，人

とスポーツの関わりという原風景に立ち戻っ

て見つめ直すことから繕っていくことによっ

て，真のスポーツが地域に戻り，さらに新し

い文化として生まれ変わるのではないかと考

える。

注

１）例えば，ゼネラルモーターズの年間売り上

げは，デンマーク，ポーランドといった国の

GDPを上回っている事実が，Roddick, A.

（2001）. Take it personally: How globalization

affects you and powerful ways to challenge it

等の著作に示されている。

２）地域コミュニティづくり研究会編『自立型

地域コミュニティへの道』，p.3の図を参照し

て地域と人々の関係性をカテゴライズしてみ

た。

３）NPO法人北海道バーバリアンズの設立経緯

や活動内容に関しては，黒須充・水上博司編

著『ジグソーパズルで考える総合型地域スポ

ーツクラブ』，pp.119-122を参照

４）平成19年２月８日，11日に瀬田漕艇倶楽部

幹事のF氏と代表理事のＩ氏へのインタビュ

ーを行った

５）瀬田漕艇倶楽部会報（2005年11月号），p.5

６）スポーツ活動を通しての「われわれ＝感情」

の醸成は，拙著「GAAクラブ史を通してみた

民族アイデンティティの形成過程」の中でナ

ショナリズムへの昇華過程も含めて論じてい

る。
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